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資料７



建設リサイクル法に関連する法律の体系の概要
環境基本法

環境の保全について基本理念を規定

循環型社会形成推進基本法
循環型社会を形成する基本原則を規定

一般的な仕組みの確立

廃棄物処理法 資源有効利用促進法
廃棄物処理に関する事項を規定 再生資源の利用の促進に関する事項を規定

（個別物品の特性に応じた法律）

容器包装
リサイクル法

容器包装の
分別収集・再
商品化の促
進について
規定

家 電
リサイクル法

廃家電の引き
取り・再商品
化の促進につ
いて規定

食 品
リサイクル法

食品廃棄物
の再資源化の
促進について
規定

建 設
リサイクル法

解体工事業登
録、分別解体
等、再資源化
等の促進につ
いて規定

自動車
リサイクル法

使用済自動
車の引き取り、
再資源化の
促進につい
て規定

小型家電
リサイクル法

使用済小型
電子機器等
に利用されて
いる金属その
他の回収、再
資源化につい
て規定
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l コンクリート

l コンクリート及び鉄から成る建設資材

（プレキャスト版鉄筋コンクリート版など）

l 木材

l アスファルト・コンクリート

u再資源化が、資源の有効利用及び廃棄物の減量に
大きく寄与するものであること

u再資源化技術が確立・普及しており、
再資源化の経済性の面における制約が著しくない

（義務付けが過度の負担にならない）こと

特定建設資材 （施行令第１条）
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分別解体等の義務付け

l 以下の条件の両方を満たす工事が、対象建設工事として

分別解体等・再資源化等の義務付けの対象

条件①

・特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事

又は

・特定建設資材を使用する新築工事等

条件②

・建設工事の規模に関する基準以上のもの

（法第９条）
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対象建設工事の規模基準
（施行令第２条）
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＜ 規模基準＞

建築物の解体工事 床面積 ８０㎡ 以上

建築物の新築・増築 工事 床面積 ５００㎡ 以上

建築物の修繕・模様替（ﾘﾌｫｰﾑ）
請負代金 の額 １億円 以上
（消費税を含む）

建築物以外のものに係る
解体工事又は新築工事等
（土木工事等）

請負代金の額 ５００万円 以上
（消費税を含む）



手続きの流れ
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（調査する事項）

・対象建設工事に係る建築物等及びその周辺の状況

・作業を行なう場所

・特定建設資材廃棄物その他の搬出の経路

・残存物品の有無

・吹付け石綿その他の対象建築物等に用いられた特定建設資材に
付着したものの有無その他対象建築物等に関する調査

（計画の作成）
・上記の調査に基づき、分別解体等の計画を作成

①事前調査の実施、②分別解体等の計画の作成
（法第９条第２項及び
施行規則第２条（分別解体等に係る施工方法に関する基準））
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○契約前に発注者に対して文書で説明を行なう必要がある。

（説明しなければならない事項）
・工事着手の時期及び工事の概要
・分別解体等の計画
・解体工事である場合は、解体する建築物等の構造、
解体する建築物等に用いられた建築資材の量の見込み

・新築工事等である場合は、使用する特定建設資材の種類

③元請業者から発注者への説明
（法第12条第１項）
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○建設業法第１９条第１項に定めるもののほか、分別解体の
方法等書面に記載し、署名又は記名押印して相互に交付し
なければならない。

（対象建設工事の請負契約に記載すべき事項）
・分別解体等の方法
・解体工事に要する費用
・再資源化等をするための施設の名称及び所在地
・再資源化等に要する費用

④契約（発注者と元請業者）
（法第13条第１項及び分別解体等省令第4条）
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⑤都道府県知事等への届出
（法第10条）

○工事に着手する日の７日前までに届け出なければならない。

（注意事項）
・届出先は対象建設工事を施工する場所により異なる。
建築主事を置く市は、当該市長へ届出を行う。
・対象建設工事の施工範囲が複数の届出先に跨るときは、
全ての届出先に届出する。
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⑤都道府県知事等への届出
（市長へ届出する工事場所）

担当部局名 担当課等名 電 話 所在地

大阪市都市計画局建築指導部 建築確認課 06-6208-9291 大阪市北区中之島１－３－２０

大阪市建設局管理部
※認定道路に関する届出先

工務課 06-6615-6648
大阪市住之江区南港北２-１-１０
（ATCビルITM棟６階）

豊中市内 豊中市都市計画推進部 監察課 06-6858-2429 豊中市中桜塚３－１－１

堺市建築都市局開発調整部
※建築物の解体、新築等工事、その他の土木工事

建築安全課

堺市建設局土木部
※道路、河川等で行なう土木工事

土木監理課

東大阪市内 東大阪市建設局建築部建築指導室 建築審査課 06-4309-3240 東大阪市荒本北１－１－１

吹田市内 吹田市都市計画部開発審査室 建築許認可担当 06-6384-1972 吹田市泉町１－３－４０

高槻市内 高槻市都市創造部 審査指導課 072-674-7569 高槻市桃園町２－１

守口市内 守口市都市整備部 建築指導課 06-6992-1736 守口市京阪本通２－２－５

枚方市内 枚方市環境部 環境指導課 072-841-1221 枚方市朝日丘町２-１７

八尾市内 八尾市建築部 審査指導課建築指導室 072-991-3881 八尾市本町１－１－１

寝屋川市内 寝屋川市まち政策部 まちづくり指導課 072-824-1181 寝屋川市本町１－１

茨木市都市整備部 審査指導課

茨木市建設部
※認定道路に関する届出先

建設管理課

岸和田市内 岸和田市まちづくり推進部 建設指導課 072-423-2121 岸和田市岸城町７－１

箕面市内 箕面市みどりまちづくり部 審査指導課建築指導室 072-723-2121 箕面市西小路４－６－１

門真市内 門真市まちづくり部 建築指導課 06-6902-1231 門真市中町１－１

池田市内 池田市都市建設部 審査指導課 072-752-1111 池田市城南１－１－１

和泉市内 和泉市都市デザイン部 建築・開発指導室 0725-99-8141 和泉市府中町２-７-５

羽曳野市内 羽曳野市都市開発部 建築指導課 072-958-1111 羽曳野市誉田４－１－１

072-622-8121

工事場所
問い合わせ・届出等窓口

堺市堺区南瓦町３－１

茨木市駅前３－８－１３

大阪市内

茨木市内

堺市内 072-233-1101
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⑤都道府県知事等への届出
（大阪府知事へ届出する工事場所）

 ※前ページ以外の市町村とは

 大阪府 住宅まちづくり部 建築指導室 審査指導課
  開発許可グループ（建設リサイクル担当）
   住所 〒５５９－８５５５ 大阪市住之江区南港北一丁目１４－１６ 大阪府咲洲庁舎２７階
   Ｔｅｌ  ０６－６９４１－０３５１  （内線）３０９２
   Fax   ０６－６２１０－９７２８

 ・能勢町 ・豊能町 ・島本町 ・摂津市 ・交野市 ・四條畷市 ・大東市 ・松原市 ・ 藤井寺市 ・柏原市
 ・太子町 ・大阪狭山市 ・ 富田林市 ・ 河南町 ・ 千早赤阪村 ・ 河内長野市 ・ 高石市 ・泉大津市
 ・忠岡町 ・ 貝塚市 ・ 熊取町 ・ 泉佐野市 ・ 田尻町 ・ 泉南市 ・ 阪南市 ・ 岬町

前ページ以外の市町村（※）の問い合わせ・届出等窓口
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⑥元請業者から下請負人への告知（法第12条第２項）、

⑦下請契約の締結（法第13条第１項及び分別解体等省令第4条）

（告知）
⇒「③元受業者から発注者へ説明しなければならない事項」

の内容と同じ

（契約）
⇒「④契約（発注者と元請業者）」の記載内容と同じ



施工方法に関する基準
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⑧事前措置の実施
（施行規則第２条（分別解体等に係る施工方法に関する基準））

○分別解体の計画に基づき、

・作業場所及び搬出経路の確保

・残存物品の搬出の確認

・石綿等の付着物の除去その他の工事着手前において、

特定建設資材に係る分別解体等の適正な実施を

確保するための措置



技術管理者による施工の管理

技術管理者技術管理者

（建設リサイクル法第３２条）
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主任技術者
（監理技術者）
主任技術者
（監理技術者）

（建設業法第２６条の３）

又は



標識の掲示
（建設リサイクル法第３３条）
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（建設業法第４０条）
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⑨工事の施工（建築物に係る解体工事）
（施行規則第２条（分別解体等に係る施工方法に関する基準））

○建築物に係る解体工事の工程は、次に掲げる順序に従わなけれ

ばならい。

①建築設備、内装材等の取り外し

②屋根ふき材の取り外し

③外装材並びに上部構造の解体

④基礎及び基礎ぐいの取り壊し

ただし、建築物の構造上その他解体工事の施工の技術上
これにより難い場合は、この限りではない。



解体工事の施工の基本手順

①建築設備、内装材、建具等の取り外し①建築設備、内装材、建具等の取り外し

内装材の取り外し 建具の取り外し

・手作業で実施 （施行規則第2条第7項）

21



22

⑨工事の施工

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/recyclehou/manual
/sekkou.htm

廃石膏ボード現場分別解体マニュアル

国土交通省のリサイクルホームページ

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/rec


②屋根ふき材の取り外し②屋根ふき材の取り外し

解体工事の施工の基本手順

屋根ふき材の取り外し

・手作業で実施（施行規則第2条第7項）
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③外装材・上部構造の解体③外装材・上部構造の解体

解体工事の施工の基本手順

外装材の取り壊し
上部構造部分の取り壊し

・手作業または手作業と機械作業の併用で実施
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④基礎の解体④基礎の解体

解体工事の施工の基本手順

基礎の取り壊し

・手作業または手作業と機械作業の併用で実施
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分別解体等・再資源化等の実施

コンクリート塊の分別 建設発生木材の搬出
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⑨工事の施工（建築物以外のもの）
（施行規則第２条（分別解体等に係る施工方法に関する基準））

○建築物以外のもの（以下「工作物」という。）に係る解体工事の

工程は、次に掲げる順序に従わなければならい。

①さく、照明設備、標識その他の工作物に附属する物の取り外し

②工作物のうち基礎以外の部分の取り壊し

③基礎及び基礎ぐいの取り壊し

ただし、構造上その他解体工事の施工の技術上
これにより難い場合は、この限りではない。
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⑩再資源化等が完了したときの
発注者への報告

（法第18条第１項、施行規則第５条）

○対象建設工事の元請業者は、当該工事に係る特定建設資材廃棄
物の再資源化等が完了したときは、その旨を当該工事の発注者
に書面で報告するとともに、当該再資源化等の実施状況に関す
る記録を保存し、これを保存しなければならない。

（報告する事項）

・再資源化等が完了した年月日

・再資源化等をした施設の名称及び所在地

・再資源化等に要した費用
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大阪府 建設リサイクルホームページ

http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/recycle_index/index.html

大阪府 建設リサイクルホームページのアドレス

http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/rec


30



建設業法における解体工事業の
新設について

大阪府住宅まちづくり部 建築振興課
建設許可グループ
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解体工事業の新設

・平成26年6月4日、「解体工事」の新設等の措置を講ずる「建設業法等の一部を改正
する法律」（平成26年法律第55号。以下「改正法」という。）が公布。

・平成28年6月1日に施行され新たな専門業種として「解体工事」が加わった。

改正法施行前
（ ～H28.5.31）

２８業種（昭和46年制定）
◆総合２業種
・土木工事業
・建築工事業

◆専門２６業種
・大工工事業
・左官工事業
・とび・土工工事業

・
・
・

改正法施行後
（H28.6.1～ ）

２９業種
◆総合２業種
・土木工事業
・建築工事業

◆専門２７業種
・大工工事業
・左官工事業
・とび・土工工事業

・
・
・

・解体工事業

とび・土工からから
分離



とび・土工工事業の経過措置について

法公布（H26.6） 法施行（H28.6）

新設

（H31.6） （H33.4）

とび・土工工事業の許可で
解体工事を請け負うことができる

とび・土工工事業

解体工事業

とび・土工工事業の許可業者
に対する経過措置

とび・土工工事業の技術者
に対する経過措置 とび・土工工事業の技術者（既存の者

に限る）も解体工事業の技術者とみな
す

経過措置期間
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